
1 

 
 

 

 

 

 

 

 

１．計画策定の目的 

近年、下水道の汚水処理事業は転換期を迎えており、経営への影響が懸念されています。汚

水整備の早期概成に加え、多くの施設は更新時期を迎えており、さらには、浸水や地震などの

防災対策は急務とされています。そのような状況下で、人口減少や節水意識の向上による使用

料収入の減少等財源の確保は厳しさを増しています。  

こうした状況の中、将来にわたり安定的な下水道事業の持続を図るため、中長期的な計画で

ある「経営戦略」の策定が必要となります。経営戦略とは、10 年以上の合理的な期間を設定

し、「投資計画」と「財政計画」を均衡させる計画です。収支均衡が図れない場合でも「収支

ギャップ」の解消に向けた具体的な取り組みを計画するものです。  

そこで、本町は、今後 10 年間、令和 8 年度（2026 年度）～令和 17 年度（2035 年

度）の下水道事業の方向性を示した経営戦略を策定し、住民生活に身近な社会資本である下水

道施設を適切に運営・管理し、必要なサービスの安定かつ持続可能な提供に努めてまいります。 

下水道事業経営戦略

下水道事業の持続的経営の確保

 

計画期間以降

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度 令和18年度以降

2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度 2035年度 2036年度以降

（1年目） （2年目） （3年目） （4年目） （5年目） （6年目） （7年目） （8年目） （9年目） （10年目） （11年目）

長期事業

（長期的に必要な施策）（もっとも優先的に実施する施策） （10年以内に優先的に実施する施策）

経 営 戦 略 計 画 期 間

短期事業 中期事業

 

 

東みよし町下水道事業経営戦略プラン 

【 概 要 版 】 

令和８年度（2026 年度）～ 令和 17 年度（2035 年度） 
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２．汚水処理事業の現状 

（1） 特定環境保全公共下水道事業（公共下水道）の概要  

  本事業は、三好処理区の 1 処理区で形成され、終末処理場を有する単独公共下水道事業で

す。平成 10 年度に下水道計画に着手し、三好浄化センターの建設を経て、平成 15 年 12 月

に供用開始しています。供用開始から 22 年が経過し、整備面積は 102ha（令和６年度末）、

に及んでいます。三好浄化センターの処理方式はオキシデーションディッチ法であり、

2,020m3/日の処理能力を有しています。 

（2） 特定地域生活排水処理事業（公共浄化槽）の概要  

  本事業は、公共浄化槽等整備推進事業（PFI 方式）による公共浄化槽事業です。令和元年

10 月から整備を開始して、6 年が経過し、272 基（令和６年度末）の浄化槽が建設されて

います。令和 6 年度末時点での整備区域内整備率は、32.1％となります。 

（3） 汚水処理普及の現状 

令和 6 年度末時点における本町の汚水処理人口普及率は、50.0％です。この値は、全国平

均の 93.7％、徳島県の 69.6％を下回っている状況にあります。 

また、下水道処理人口普及率は 21.4％であり、徳島県の平均値程度となっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4） 水洗化の現状  

本町における令和 6 年度末現在の水洗化率は、公共下水道 71.9％、公共浄化槽 100.0％

となっています。 
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（5） 整備した施設（ストック）の現状  

本町の公共下水道事業の管路施設は、平成 11 年度から管路の整備を行っており、管路の累

計布設延長は、令和 6 年度末で約 38.2km に及んでいます。 その他、管路施設に付帯する施

設としてマンホールポンプが 19 基、下水道処理場として、公共下水道の三好浄化センターを

有しています。 

一方、公共浄化槽事業の処理施設は、272 基（三好地区 59 基、三加茂地区 213 基）とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共下水道事業の管路布設延長の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共下水道事業の処理場とマンホールポンプの一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共浄化槽事業の浄化槽設置基数の推移 
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単年度敷設延長 累計敷設延長

1 Φ150mm×2.05㎥/min×7.0ｍ×5.5kW 2台 2003年7月29日

2 Φ100mm×1.70㎥/min×10.0ｍ×7.5kW 2台 2003年7月29日

3 Φ150mm×2.69㎥/min×5.0ｍ×5.5kW 2台 2003年7月29日

4 Φ150mm×2.68㎥/min×6.0ｍ×5.5kW 2台 2003年7月29日

5 Φ150mm×2.26㎥/min×20.0ｍ×15kW 2台 2003年7月29日

6 Φ150mm×2.25㎥/min×7.0ｍ×5.5kW 2台 2003年7月29日

7 Φ150mm×1.72㎥/min×5.0ｍ×5.5kW 2台 2003年7月29日

8 Φ100mm×1.24㎥/min×7.0ｍ×5.5kW 2台 2003年7月29日

9 Φ100mm×1.18㎥/min×6.0ｍ×3.7kW 2台 2003年7月29日

10 Φ80mm×0.84㎥/min×5.0ｍ×2.2kW 2台 2003年7月29日

11 Φ80mm×0.97㎥/min×8.0ｍ×3.7kW 2台 2003年7月29日

12 Φ80mm×0.54㎥/min×11.0ｍ×3.7kW 2台 2003年7月29日

13 Φ65mm×0.30㎥/min×3.5ｍ×1.5kW 2台 2004年1月19日

14 Φ65mm×0.37㎥/min×15.8ｍ×5.5kW 1台 2004年1月19日

15 Φ65mm×0.30㎥/min×21.2ｍ×7.5kW 2台 2004年1月19日

16 Φ80mm×0.45㎥/min×21.0ｍ×11.0kW 2台 2004年3月25日

Φ65mm×0.37㎥/min×15.8ｍ×5.5kW 1台 2004年1月19日

Φ65mm×0.30㎥/min×17.0ｍ×5.5kW 1台 2005年7月4日

18 Φ80mm×0.375㎥/min×18.0ｍ×7.5kW 2台 2005年7月4日

19 Φ65mm×0.159㎥/min×23.2ｍ×7.5kW 2台 2008年3月25日

竣工年月日
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MP
No.

機器仕様 台数

(ヘクタール)

終　末　処　理　場　等　の　敷　地　内　の　主　要　な　施　設

管理棟 1棟 鉄筋コンクリート造り

脱水機室等

汚泥ポンプ室 1棟 鉄筋コンクリート造り

放　流　渠 1式 鉄筋コンクリート造り 流量　約0.133m
3
/sec

紫外線消毒槽 1池 鉄筋コンクリート造り 接触時間　約5秒

最終沈殿池 2池 鉄筋コンクリート造り円形放射流 水面積負荷　8m
3
/m

2
・日

三好浄化センター

流入管渠 1式 鉄筋コンクリート造り 流量　約0.240m
3
/sec

ｵｷｼﾃﾞｰｼｮﾝﾃﾞｨｯﾁ 2池 鉄筋コンクリート造り 滞留時間　約24hr以上

汚泥脱水機 1台 機械式 約14kg-DS/h

汚泥処理棟 1棟 鉄筋コンクリート造り

流入ポンプ 2台 水中汚水ポンプ 約2.7m
3
/min/台

T-P 20(mg/ℓ)
東みよし町足代字上野

T-N 3(mg/ℓ)

ｵｷｼﾃﾞ-ｼｮﾝ
ﾃﾞｨｯﾁ法

2,020

終末処理場等の名称

 3,000
 3,100人

主要な施設の名称 個数 構　造 能　力

三好浄化センター
徳島県三好郡

1.5

BOD 15(mg/ℓ)

処　理　施　設　調　書　(汚　水)

終末処理場等の名称 位置
敷地面積

計画放流水質 処理方法

処理能力
計画処理

人口
晴天日最大 雨天日最大

（立方メートル） （立方メートル）
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３．汚水処理事業の課題 

（1） 人口減少（水洗化人口減少）  

人口減少は地方財政に大きな影響を及ぼします。下水道事業においても、人口減少がもたら

す影響は、汚水量の減少等に伴う施設効率の低下や使用料の減収に伴う下水道経営の圧迫等

様々な問題が考えられます。本町の令和 6 年度末の行政人口は、13,106 人です。近年の人

口推移は、明らかに減少傾向にあり、国立社会保障・人口問題研究所の人口推移によると、今

後 10 年で 13％程度の人口減少が予測されています。また、本町では 特定環境保全公共下水

道の下水道整備は概ね概成しており、大幅な新規接続に期待が持てないことから、今後、人口

減少に伴う使用料収入の減少が懸念される状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 下水道事業経営の維持管理費 

汚水処理費用は、本来、原因者負担となることとされていますが、下水道使用料で維持管理

費さえも賄えておらず経費回収率が低い状況にあります。そのため総務省が示している操出基

準を超えた一般会計からの基準外繰入金が発生することになります。 

このような、財政収支の均衡における明らかな収支ギャップは本町だけではなく下水道事業

全般の課題となっていますが、今後、進みつつある施設の老朽化への対応等による更新事業の

投資の上乗せも見通しておく必要があります。 
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（3） 施設（ストック）の改築・更新事業の投資 

老朽化による管路の損傷等による道路陥没事故は、重大な社会問題になっています。 

また、破損箇所からの不明水混入は、維持管理費の増大につながり、下水道経営にも深刻な

問題となります。このため、処理機能の継続性と安全性の確保のため、施設を適正に更新して

いく必要があります。 本町の場合、耐久性に優れ、腐食に強い塩化ビニル管が大半を占めて

おり、管渠規模（管渠口径）も小規模であるため、管渠施設については、更新の緊急性を要し

ないと考えます。しかしながら、処理場及びマンホールポンプについては、耐用年数のサイク

ルが短い機械・電気設備が主な施設です。劣化状況の把握が困難なうえ、異常発生の場合の影

響が大きいことから定期的な更新事業を行っていく必要があります。 

 

（4） 料金体系のスリム化 

本町の公共下水道使用料体系は、世帯人数による世帯員数制と水道使用量による汚水量制の

２種類に分かれており、住民が選択できる制度となっています。世帯員数制は、世帯人数が 1

人～６人に応じた使用料が設定されており、汚水量制では、給水管の口径（13・20・

25mm）および家事用・営業用・工業用等それぞれに応じた基本料金と超過料金が設定され

ています。 

そのため、使用料体系は複雑かつ多岐にわたり、さらに、汚水量に応じた使用料と世帯員数

に応じた使用料のいずれか有利な方を選択できる仕組みとなっていることから、公平性に懸念

があります。 

また、汚水に係る維持管理費や資本費を適切に回収できているかどうかの検証が困難な状況

となっています。 

 

４．経営の基本方針  

人口減少や少子高齢化の進行、

生活様式の変化、省資源化等、下

水道を取り巻く環境の変化に伴い、

安定した持続可能な下水道経営が

求められています。 

そのため、安定した持続可能な

下水道事業の実現に向け、投資の

効率化、経営基盤の強化、危機管

理の強化を基本目標とし、「安全・

安心な下水道サービスを持続的・

安定的に提供する」ことを基本方

針とします。 
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５．投資・財政計画 

安定した持続可能な下水道事業を実現する上で、投資事業に必要な財源を確保し、「投資試

算」と「財源試算」を均衡させることが重要になります。 

本計画では、それぞれに３つの目標を設定し、効率化・経営健全化を進めてまいります。 

（1） 公共下水道投資計画 

目標１

目標3

目標2

計画的な改築更新

適正な維持管理

投資コスト縮減

ストックマネジメント手法を用いた更新

民間委託の範囲拡大の検討

積極的な新技術の導入
 

  今後の投資計画については、ストックマネジメント計画及び建設投資計画に基づき、処理場

並びにマンホールポンプの改築・更新を計画的に推進します。あわせて、老朽化が進行してい

るマンホール蓋についても、順次取り替え工事を実施します。 

  また、令和 11 年度を目途に、ストックマネジメント計画の第Ⅱ期計画を策定する予定であ

り、これにより引き続き下水道施設の計画的かつ効率的な維持管理を図ってまいります。 

  今後 10 年間の投資においては、処理場の機械・電気設備の更新時期が集中することから、

特に令和 9 年度から令和 11 年度にかけて多額の投資を見込んでいますが、この設備更新に

ついては、積極的に新技術を導入して投資コストの縮減を図っていきます。 

  これらの投資については、起債（借入金）の活用及び補助金の最大限の確保を図るとともに、

町財政への影響を抑制しつつ、投資額の平準化を基本方針として事業を推進いたします。 

また、処理場・マンホールポンプ設備の維持管理について、民間委託を継続し、民間委託の

範囲拡大に向けた検討も進めてまいります。 
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（2） 公共下水道財政計画 

目標１

目標3

目標2

下水道使用料の改定

資金調達の適正化

企業会計の健全経営

使用料体系と料金の見直し

補助金や有利な起債の活用

繰入金収入の抑制

目標４ 経費回収率の向上 令和12年度に経費回収率70％以上

 

本町では、将来にわたり下水道事業を安定して運営していくため、健全な経営の維持を目指

しています。その第一の目標として、日常の運転や点検などにかかる維持管理費については、

原則として「下水道使用料」で賄うことを当面の目標としています。その実現に向けては、経

費削減や効率化に努めるとともに、必要に応じて使用料の適正な見直しを検討します。使用料

収入の見通しについては、将来の人口減少を踏まえ、有収水量（実際に料金収入につながる水

量）の推計に基づき算定しています。なお、令和 9 年度には現在の世帯員数制を廃止し、よ

り公平な「汚水量制」へ統一する予定です。さらに、将来的な施設更新費用の増加等を見据え、

令和 12 年度には約 20％の使用料改定を見込んでいます。 

また、その他の財源として国の補助金を最大限に活用し、町の財政負担の軽減に努めてまい

ります。一般会計からの繰入金については、総務省の基準に基づく「基準内繰入金」（分流式

下水道等に要する経費、不明水処理経費、地方公営企業法適用に伴う経費、児童手当負担分な

ど）を計上していますが、それでも不足が生じるために、基準外繰入金により収支不足を補う

見込みです。 

持続可能な下水道経営に向けて、まずは「日々の管理にかかる維持管理費用」を「下水道使

用料」で全て賄うことを当面の目標とし、令和 12 年度に維持管理費用に対する経費回収率を

70％以上とし、更に将来の維持管理費の経費回収率 100％を目指していきます。 
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（3） 公共浄化槽投資計画 

目標１

目標3

目標2

新規設置目標の達成

民間活力の有効活用

早期水洗化の促進

過年度実績に基づく目標基数の見直し

ＰＦＩ事業者との連携強化

積極的な浄化槽設置促進活動
 

  本町では、令和元年度の事業開始当初から、浄化槽の整備・維持管理および使用料徴収業務

にＰＦＩ方式を導入しています。ＰＦＩ方式による浄化槽整備期間は、令和元年 10 月から令

和 10 年度末までの 9 年 6 か月間としており、この期間内に 1,000 基の整備を目標としてい

ました。しかし、令和元年度から令和 6 年度までの実績を踏まえ、整備計画の見直しを行い、

年間の新規設置目標を 60 基としました。この見直しにより、当初目標であった 1,000 基の

達成時期は、令和 18 年度頃となる見込みです。 

  浄化槽事業は、民間事業者が事業主体となり、浄化槽設置工事の事前協議から施工、維持管

理、および使用料徴収まで一貫して町に代わって行っており、委託業務費として計上していま

す。今後、これまで以上にＰＦＩ事業者と連携し、早期水洗化の促進に努めてまいります。 
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（4） 公共浄化槽財政計画 

目標１

目標3

目標2

事業者との契約更新

資金調達の適正化

企業会計の健全経営

使用料改定を踏まえた契約内容の見直し

補助金や有利な起債の活用

繰入金収入の抑制

 

  現在実施しているＰＦＩ事業は、契約期間中の条件があらかじめ定められているため、短期

的な物価変動の影響は受けにくい仕組みとなっています。しかし、将来の契約更新時には、物

価上昇や維持管理費の増加を踏まえた委託料の見直しが必要となる可能性があります。そのた

め、次期契約を見据え、使用料水準の妥当性や安定した財源確保の方法について、早い段階か

ら検討を進めていきます。 

使用料については現在「定額制」を採用しており、浄化槽の設置基数が増えることで、使用

料収入も増加する仕組みとなっています。また、将来的な事業費の増加を見据え、令和 12 年

度には約 20％の使用料改定を見込んでいます。 

起債（借入金）の返済方法については、令和 8 年度以降の新規借入分から「元金均等方

式」を採用しています。この方式は、元金を早い段階で多く返済するため、支払う利息の総額

を抑えることができ、長期的な財政負担の軽減につながります。さらに、返済後半になるほど

年間の返済額が少なくなるため、将来の老朽化施設の更新などに充てる財源を確保しやすくな

ります。一般会計からの繰入金については、総務省の基準に基づく「基準内繰入金」（分流式

下水道等に要する経費、水洗便所改造命令等に関する事務費、地方公営企業法適用に伴う経費、

児童手当負担分など）を算定しています。また、それでも不足が生じるために、基準外繰入金

により補填する見込みです。 
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（5） 収益的収支の見通し 

収益的収支とは、下水を処理するための収入（使用料等）と支出（維持管理費等）を示し

ます。 
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公共下水道事業における収益的収支 
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（6） 資本的収支の見通し  

資本的収支とは、下水道施設等を整備するための収入（国庫補助金・企業債・受益者負担

金等）と支出（建設改良費・企業債償還金等）を示します。 

 

-600

-400

-200

0

200

400

600

資
本
的
収
入
と
支
出
（
千
円
）

企業債 他会計繰入金 国庫補助金 受益者負担金

建設改良費 償還元金 その他

【収入】

【支出】

 
公共下水道事業における資本的収支 

 

-250

-200

-150

-100

-50

0

50

100

150

200

250

資
本
的
収
入
と
支
出
（
千
円
）

企業債 他会計繰入金 国庫補助金 工事負担金

建設改良費 償還元金 その他

【収入】

【支出】

 
公共浄化槽事業における資本的収支 



14 



15 

 



16 

６．経営戦略の適時見直し 

本町では、下水道事業の健全な運営を維持するため、毎年度、事業の進捗状況や財政状況

の確認（モニタリング）を行います。さらに、おおむね 5 年ごとに戦略の見直し（ローリ

ング）を実施し、その結果を次の取り組みに反映させる「ＰＤＣＡサイクル」により、継続

的な改善を図ります。 

 

現在、使用料収入だけでは事業経費を十分に賄えていない状況であることから、経費回収

率の向上を重要な課題としています。そのため、無理のない段階的な目標を設定し、着実な

改善を進めていきます。 

まずは、施設の運転や維持管理に必要な経費について、すべて使用料収入で賄うこと（経

費回収率 100％）を最優先の目標として取り組みます。 

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

経費回収率 63.5% 59.3% 46.9% 59.2% 61.4% 49.8% 59.8% 73.6% 72.6% 71.5% 70.5% 69.5% 68.5%

経費回収率（維持管理費） 63.5% 59.3% 46.9% 59.2% 61.4% 49.8% 59.8% 73.6% 72.6% 71.5% 70.5% 69.5% 68.5%

取組内容
本町では健全な事業運営継続に向けた取り組みの一環として、令和9年度に世帯員数制を廃止して、汚水量制への統一を図ります。
また、令和12年度には使用料20％程度の値上げを見込んでおり、経費回収率の向上に努めてまいります。

実績 計画・目標
区分

経費回収率の向上

経費回収率向上に向けたロードマップ（公共下水道）

世帯員数制廃止

使用料20％値上げ

 

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

経費回収率 41.6% 48.1% 63.4% 77.7% 75.7% 74.1% 72.9% 86.3% 85.3% 84.5% 83.8% 83.2% 83.8%

経費回収率（維持管理費） 58.4% 73.7% 63.4% 80.2% 82.3% 84.1% 85.6% 104.3% 105.7% 106.9% 107.9% 108.9% 109.7%

経費回収率の向上

取組内容
本町では健全な事業運営継続に向けた取り組みの一環として、令和11年度にＰＦＩ事業者と新たな契約を結び公共浄化槽事業を継続していきます。
また、令和12年度には使用料20％程度の値上げを見込んでおり、経費回収率の向上に努めてまいります。

経費回収率向上に向けたロードマップ（公共浄化槽）

区分
実績 計画・目標

ＰＦＩ事業者との契約更新

使用料20％値上げ

 

 

今後も、透明性の高い進捗管理と計画的な見直しを行いながら、持続可能な下水道経営の

実現を目指してまいります。 

 

Plan 
経営戦略の策定 

Do 
経営戦略の実施 

Act 
経営戦略の見直し 

Check 

進捗確認・フォローアップ 


